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平 成 2 9 年 6 月 9 日

株 主 各 位
大阪市西区西本町 2 丁目 2 番11号

株式会社　錢　　高　　組
代表取締役社長　銭 　 高 　 久 　 善

（証券コード　1 8 1 1 ）

第86回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第86回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席
くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することが
できますので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討ください
まして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成29年 6 月
28日（水曜日）午後 5 時30分までに到着するよう折り返しご送付くださいま
すようお願い申しあげます。

敬　具

記

1．　日　　時　　平成29年 6 月29日（木曜日）午前10時

2．　場　　所　　大阪市西区西本町 2 丁目 2 番11号　当社本店

（末尾の会場ご案内略図をご参照ください。）
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3．　目的事項
　　報 告 事 項　第 1号 第86期（　　　　　　 ）事業報告、連結

計算書類ならびに会計監査人および監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

第 2号 第86期（　　　　　　 ）計算書類報告の
件

　　決 議 事 項
　　　第 1号議案　剰余金の処分の件
　　　第 2号議案　株式併合の件
　　　第 3号議案　定款一部変更の件
　　　第 4号議案　取締役 6 名選任の件
　　　第 5号議案　監査役 1 名選任の件

以　上

【お願い】
　 　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください

ますようお願い申しあげます。
　 　なお、本株主総会招集ご通知に掲載しております事業報告、連結計算書類および計算書

類ならびに株主総会参考書類に修正が生じた場合は、修正後の事項を当社ホームページ
（http://www.zenitaka.co.jp/）に掲載いたしますのでご了承ください。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

自 平成28年 4 月 1 日
至 平成29年 3 月31日

自 平成28年 4 月 1 日
至 平成29年 3 月31日
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添 付 書 類

第 86 期 事 業 報 告

（             ）
１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果

　当連結会計年度における世界経済は、米国等においては雇用・所得環境
の改善が続くなか、英国のＥＵ離脱問題や、新興国の景気減速、テロ・紛
争等の地政学的リスク等の懸念があり、楽観視できない状況にあります。
一方わが国経済は、企業収益は堅調に推移しているものの、世界情勢の不
確実性により、先行き不透明さが増しております。
　建設市場におきましては、民間設備投資は底堅く推移しましたが、建設
需要の偏在による建設技能労働者の不足、資機材等の価格上昇の懸念は払
拭されず、予断を許さない状況にあります。
　このような情勢のもと、当連結会計年度の業績は次のとおりとなりました。
　受注高につきましては、建築工事894億円（前期比17.5％増）、土木工事
313億円（前期比36.3％減）の合計1,207億円（前期比3.6％減）であります。
　主な受注工事は、東京大学（大槌）大気海洋研究センター新営工事、グッ
ドマンビジネスパークステージ２新築工事、ＳＣＳＫ三田第２ビル新築工
事、関東地方整備局西葛西一丁目中堤護岸改築工事、鉄道・運輸機構北陸
新幹線八日市川橋りょう工事、大阪市交通局第６・７号線地下構造物耐震
補強工事等であります。
　売上高につきましては、建設事業1,092億円（前期比3.1％減）に不動産
事業16億円（前期比28.8％減）を加えた1,109億円（前期比3.6％減）となり
ました。建設事業の内訳は、建築工事750億円（前期比9.9％減）、土木工
事341億円（前期比16.4％増）であります。
　主な完成工事は、東京都駒沢オリンピック公園総合運動場改築工事、岩
手県大槌町おおつち学園小中一貫教育校建設工事、野村不動産Landport
柏沼南Ⅱ新築工事、ブリヂストンベトナム現地法人プロジェクト３・４期
新築工事、関東地方整備局田尻地区管渠その６工事、東京都東京国際展示
場地盤改良工事等であります。
　利益面につきましては、営業利益3,766百万円（前期比16.8％減）、経常
利益4,190百万円（前期比8.8％減）、親会社株主に帰属する当期純利益4,324

百万円（前期比47.2％増）となりました。

自 平成28年 4 月 1 日
至 平成29年 3 月31日
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　当連結会計年度における部門別の受注高、売上高は次のとおりであります。
受注高・売上高  （単位：百万円）

（2）対処すべき課題
　今後の経済環境としましては、米国では緩やかな回復基調が続くものと
思われますが、各国の政策や経済の動向、テロ・紛争等の地政学的リスク
等の不確実性があり、不安定な状況で推移すると思われます。
　建設市場におきましては、堅調な企業収益をもとに民間設備投資は底堅
く推移すると見込まれますが、建設需要の偏在による建設技能労働者の不
足や資機材等の価格上昇が引き続き懸念され、依然として予断を許さない
状況下にあります。
　当社および当社グループ企業といたしましては、多様化する国内外の市
場や顧客ニーズを先取りした企画提案、技術提案ならびに環境への取り組
みを進めるとともに、営業・設計・工務・調達・施工・アフターフォロー
に至る各分野の能力を一層高め、総力を結集した生産システムの構築に取
り組んでおります。また、人財育成、財務体質の強化・健全化、コンプラ
イアンスの徹底ならびに内部統制システムの継続的改善等を重視した経営
の実践により企業価値の向上に努めてまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも何卒格別のご支援とご理解を賜
りますようお願い申しあげます。

（3）資金調達の状況
　特に記載すべき事項はありません。

（4）設備投資の状況
　特に記載すべき事項はありません｡

不 動 産 事 業 等
合　　　　計

建　　　築
土　　　木

計

建
設
事
業

89︐418 
31︐380 

120︐799 
⊖ 

120︐799 

13︐320 
△17︐845 
△4︐525 

⊖ 
△4︐525 

 75︐090 
34︐164 

109︐255 
1︐665 

110︐920 

△8︐250 
4︐804 

△3︐445 
△675 

△4︐121 

区　　　　　分
金額 前期比 金額 前期比

当期受注高 当期売上高
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（5）主要な借入先の状況 （単位：百万円）

（6）財産および損益の状況
　①企業集団の財産および損益の状況 （単位：百万円）

　②当社の財産および損益の状況 （単位：百万円）

（注）1 株当たり当期純利益は、期中の平均発行済株式総数に基づき算出しております。

区　　　　分 第83期
（平成25年度）

第84期
（平成26年度）

受 注 高
売 上 高
当 期 純 利 益
1株当たり当期純利益
総 資 産
純 資 産

111︐541

117︐334

3︐210

44円66銭
147︐926

34︐351

151︐761

113︐051

14︐033

195円22銭
144︐704

50︐059

第85期
（平成27年度）

125︐324

114︐839

2︐909

40円47銭
126︐110

50︐048

第86期
（当事業年度）
（平成28年度）

120︐799

110︐703

4︐289

59円69銭
144︐734

56︐533

借　　入　　先 借　　入　　額

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行

6︐650

1︐450

1︐000

区　　　　分 第83期
（平成25年度）

第84期
（平成26年度）

（注）１株当たり当期純利益は、期中の平均発行済株式総数に基づき算出しております。

111︐541

117︐522

3︐223

44円84銭
149︐846

36︐071

151︐761

113︐256

14︐081

195円89銭
146︐862

52︐006

125︐324

115︐041

2︐937

40円87銭
128︐292

52︐022

120︐799

110︐920

4︐324

60円18銭
146︐929

58︐500

第86期
（当連結会計年度）

（平成28年度）
第85期

（平成27年度）

受 注 高
売 上 高

1株当たり当期純利益
総 資 産
純 資 産

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益
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（7）重要な子会社の状況

（8）主要な事業内容
　当社は、建設業法により特定建設業者［（特－26）第3250号］として国
土交通大臣の許可を受け、土木、建築およびこれらに関連する事業を行っ
ております。また、宅地建物取引業法により宅地建物取引業者［（10）第
2906号］として国土交通大臣の免許を受け、不動産に関する事業を行って
おります。
　なお、子会社におきましては、不動産に関する事業を行っております。

（9）主要な営業所等
①当社

本　　　社　東京都千代田区一番町31番地
本　　　店　大阪市西区西本町２丁目２番11号
支　　　社　大 阪 支 社（大阪市） 東 京 支 社（東京都千代田区）
支　　　店　北海道支店（札幌市） 東 北 支 店（仙台市）
　　　　　　北関東支店（さいたま市） 千 葉 支 店（千葉市）
　　　　　　横 浜 支 店（横浜市） 北 陸 支 店（新潟市）
　　　　　　名古屋支店（名古屋市） 神 戸 支 店（神戸市）
　　　　　　広 島 支 店（広島市） 四 国 支 店（高松市）
　　　　　　九 州 支 店（福岡市） 国 際 支 店（東京都千代田区）
技術研究所 （青梅市）

②子会社
五番町ビル株式会社（東京都千代田区）
京町堀地所株式会社（大阪市）
ゼニタカ地所株式会社（大阪市）
泉 地 所 株 式 会 社（大阪市）
ゼット・ウェスト・アメリカ・コーポレーション（アメリカ合衆国カリフォルニア州）

会　　社　　名 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容  

五 番 町 ビ ル 株 式 会 社

京 町 堀 地 所 株 式 会 社

ゼニタカ地所株式会社

泉 地 所 株 式 会 社

ゼット・ウェスト・アメリカ・コーポレーション

490

400

50

20

372

100．0

100．0

100．0

100．0

100．0

不動産の売買、賃貸、仲介ならびに管理等

不動産の売買、賃貸、仲介ならびに管理等

不動産の売買、賃貸、仲介ならびに管理等

不動産の売買、賃貸、仲介ならびに管理等

不動産の売買、賃貸、仲介ならびに管理等

百万円 %
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（10）従業員の状況
　①企業集団の従業員の状況

　②当社の従業員の状況

2．株式に関する事項
　株式の状況（平成29年 3 月31日現在）

①発行可能株式総数 190︐000︐000株
②発行済株式の総数 73︐531︐406株
③株主数 3︐538名
④大株主

（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除く。）であります。

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

合　　　計   889 ﹇105﹈

建設事業
不動産事業
全社（共通）

（注）臨時従業員は［　］内に当連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

株　　　主　　　名
当 社 へ の 出 資 状 況

持 株 数
千株 ％

出 資 比 率

泉 株 式 会 社
大 泉 商 事 株 式 会 社
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行
京 町 ビ ル 株 式 会 社
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行
株 式 会 社 錢 高 組（ 自 己 株 式 ）
高 德 会
富 士 機 械 製 造 株 式 会 社
錢 高 組 従 業 員 持 株 会
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社

25︐397

6︐806

3︐575

2︐660

2︐000

1︐901

1︐650

1︐490

1︐297

1︐000

35．5

9．5

5．0

3．7

2．8

―
2．3

2．1

1．8

1．4

（注）出資比率は、自己株式数（1,901,739株）を控除して算出しております。

884 名 17 名減

期末従業員数 前期末比増減

41．4 歳 17．2 年

平 均 年 齢 平均勤続年数

  829 ﹇100﹈
7 ﹇ ―﹈

53 ﹇  5﹈
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3．会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の状況

（注） １.取締役田尻邦夫氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。ま
た、同氏については東京証券取引所の定める独立役員として、同取引所に届け
出ております。

２.監査役栗山道義、坂本和彦、阪口祐康の３氏は、会社法第２条第16号に定める
社外監査役であります。また、３氏については、東京証券取引所の定める独立
役員として、同取引所に届出を提出しております。

３.当社は社外取締役田尻邦夫氏、監査役今若裕三氏および社外監査役栗山道義、
坂本和彦、阪口祐康の３氏との間で、その職務を行うにつき善意でありかつ重
大な過失がなかったときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を
その責任の限度とする旨の契約を締結しております。

４.常勤監査役飯田 収氏は、平成28年 6 月29日開催の第85回定時株主総会終結の 
時をもって辞任により退任いたしました。

５.当事業年度における当社役員の異動は次のとおりであります。

地　　　位 氏　　　　　　名 担　　　　　当
代 表 取 締 役
会 長
代 表 取 締 役
副 会 長
代 表 取 締 役
社 長

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

監 査 役

事業統轄本部長兼安全環境部統轄責任役員

事業統轄本部土木事業本部長

大阪支社長兼不動産事業部長

銭 高 善 雄
宮 本 茂 弘
銭 高 久 善
吉 田 秀 貴
銭 高 丈 善
田 尻 邦 夫
今 若 裕 三
栗 山 道 義
坂 本 和 彦
阪 口 祐 康

（平成29年３月31日現在）

新　役　名 旧　役　名 氏　　　名 異動年月日
代 表 取 締 役 会 長 代表取締役会長兼社長 銭 高 善 雄 平成 28 年６月 29 日
代 表 取 締 役 社 長 取 締 役 銭 高 久 善 平成 28 年６月 29 日
取 締 役 代 表 取 締 役 吉 田 秀 貴 平成 28 年６月 29 日
取 締 役 ― 銭 高 丈 善 平成 28 年６月 29 日
社 外 監 査 役 ― 坂 本 和 彦 平成 28 年６月 29 日
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地　位
※社長役員
※専務役員
　専務役員
　専務役員
　専務役員
　常務役員
※常務役員
　常務役員

　執行役員
　執行役員
　執行役員

　執行役員
　執行役員
　執行役員
　執行役員
　執行役員
　執行役員
　執行役員

　執行役員
　執行役員

氏　　　名
銭 高 久 善
吉 田 秀 貴
津 田 晴 史
松 本 又 吉
畑 道 康 正
前 田　　 治
銭 高 丈 善
宇 野 正 良

木　村　匠一郎
髙 田　　 稔
小 川 光 洋

山 崎 裕 一
衛 藤 洋 一
藤 本 哲 朗
辻 本 政 幸
長 尾　　 正
近 藤　　 修
田 中 優 一

下土井  節  男
池 亀 克 也

担　　　　　当

事業統轄本部土木事業本部長
西日本事業部長
事業統轄本部建築事業本部営業本部長
総務財務統轄部長
西日本事業部副事業部長
大阪支社長兼不動産事業部長
事業統轄本部建築事業本部建築本部長兼　
東京支社建築支店長
東北支店長
東京支社長兼東京支社土木支店長
事業統轄本部建築事業本部建築本部副本部
長兼東京支社建築支店副支店長
技術本部長
九州支店長
大阪支社副支社長
広島支店長
東京支社建築支店建築部建築課作業所長
大阪支社建築統轄部建築部統轄所長
事業統轄本部建築事業本部営業本部住宅　
営業部長
事業統轄本部調達統轄部長
総務財務統轄部東京経理部長

※は取締役兼務者であります。

（2）取締役および常勤監査役の他の法人等の代表および重要な兼職の状況

６.当社は執行役員制度を導入しており、取締役会で選任された執行役員は以下の
通りであります。

地　　　位 氏　　　名 兼職する会社の名称 代表、兼職の内容

代表取締役
会 長

代表取締役
社 長

泉地所株式会社
ゼニタカ・コーポレーション（ブラジル）
泉株式会社

ゼット・ウェスト・アメリカ・コーポレーション
ゼニタカ・アメリカ・コーポレーション
大泉商事株式会社

代表取締役
取締役社長
代表取締役

社長
社長
代表取締役

銭 高 善 雄

銭 高 久 善

（平成29年３月31日現在）
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（4）取締役および監査役の報酬等の額
区　　　分
取　締　役

（うち社外取締役）
監　査　役

（うち社外監査役）
計

6 名
（ 1 名）

6 名
（ 4 名）

12 名

150 百万円
（ 6 百万円）

26 百万円
（ 15 百万円）

177 百万円

支　給　人　員 報 　 酬 　 額

（3）社外役員の他の会社の業務執行および社外役員兼任の状況
（平成29年 3 月31日現在）

区　　　分 氏　　　名 重要な兼職の状況と当社との関係

社 外 取 締 役 田 尻 邦 夫 田尻事務所	 代表
　当社と上記事務所との間には取引関係はありません。

社 外 監 査 役 栗 山 道 義

三井住友カード株式会社　 特別顧問
阪神電気鉄道株式会社　　 社外取締役
出光興産株式会社　　　　 社外監査役

阪神電気鉄道株式会社と当社との間で、建設工
事の請負等の取引関係がありますが、その他の
２社との間には取引関係はありません。

社 外 監 査 役 坂 本 和 彦 Autoliv Inc.	 社外取締役
　当社と上記会社との間には取引関係はありません。

社 外 監 査 役 阪 口 祐 康

協和綜合法律事務所　　　　 パートナー
西尾レントオール株式会社　 社外監査役

西尾レントオール株式会社と当社との間で、機
材の調達等の取引関係がありますが、協和綜合
法律事務所との間には取引関係はありません。
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4．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

　東陽監査法人

（2）会計監査人の報酬等の額

（5）社外役員の活動状況

区　　　分 氏　　　名 主　な　活　動　状　況

社 外 取 締 役 田 尻 邦 夫

　当事業年度の定例取締役会のすべてに出席し、経
営者としての経験も豊富で、当社の経営上有用な指
摘、意見をいただいております。
　また、経営トップとの定期的な意見交換会に出席
し、社会情勢の動向や当社として取り組むべき課題
について、忌憚のない意見をいただいております。

社 外 監 査 役 栗 山 道 義

　当事業年度の定例取締役会のすべて、監査役会の
すべてに出席し、経営者としての経験も豊富で、当
社の経営上有用な指摘、意見をいただいております。
　また、経営トップとの定期的な意見交換会に出席
し、社会情勢の動向や当社として取り組むべき課題
について、忌憚のない意見をいただいております。

社 外 監 査 役 坂 本 和 彦

　当事業年度の定例取締役会の９割、監査役会の９
割に出席し、経営者としての経験も豊富で、当社の
経営上有用な指摘、意見をいただいております。
　また、経営トップとの定期的な意見交換会に出席
し、社会情勢の動向や当社として取り組むべき課題
について、忌憚のない意見をいただいております。

社 外 監 査 役 阪 口 祐 康

　当事業年度の定例取締役会のすべて、監査役会の
９割に出席し、弁護士としての経験も豊富で、当社
の経営上有用な指摘、意見をいただいております。
　また、経営トップとの定期的な意見交換会に出席
し、社会情勢の動向や当社として取り組むべき課題
について、忌憚のない意見をいただいております。

①当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額　　　　　　　　　　　　37百万円

②当社および子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額　37百万円

（注）１.監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏
まえ、会計監査人の監査計画、監査の実施状況および報酬の見積りの算出根拠等を確認し、
検討した結果、会計監査人の報酬等について同意を行っております。

２.当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、①の金額にはこれらの合計額を記載してお
ります。
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（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められ
る場合など、その必要があると判断した場合には、株主総会に提出する会
計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は当
該決定に基づき当該議案を株主総会の会議の目的といたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項
目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、監査役会
が会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、
解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨
と解任の理由を報告いたします。

5  ．業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項
　当社は、業務の適正を確保するために、以下のとおり内部統制の体制を
整備しております。

（1）当社および当社グループ企業の役職員の職務の執行が法令および定款に
　適合することを確保するための体制

①当社は、「社是」「経営理念」を掲げ、すべての役職員が職務を執行する
　にあたっての基本方針としております。
社　　是
　一．信　用　第　一
　一．堅　実　経　営
　一．積 極 的 精 神
　一．和　親　協　同

経営理念
　一．社会から認められ社会から求められる企業として永遠に発展する
　一．進取の精神を発揮し地球規模企業として世界に躍進する
　一．人材を育成し自己の向上をすすめ活力ある企業として繁栄する

②当社および当社グループ企業は、すべての役職員が法令順守はもとよ
り、社会倫理、社会規範、定款、社内規則･規定に基づき企業活動の健
全性を確保する体制としております。
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③当社および当社グループ企業は、業務執行における特に重要と判断さ
れる専門的内容については、外部の専門家から助言・指導を受けており
ます。

④当社および当社グループ企業は、役職員の職務の執行状況を検証する
ため、当社内部監査部門が監査役と連携し、合法性と合理性の観点から
業務全般にわたる監査を実施しております。

⑤当社および当社グループ企業は、市民社会の秩序や安全に脅威を与え、
健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力とは関係を持たず、反社
会的勢力から不当な要求を受けた場合はこれを拒絶しております。

（2）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　　当社は、職務執行に係わる取締役会議事録、稟議審査関係書類、社

印押印書類等の重要情報を文書および電磁的記録により保存することと
し、文書および電磁的記録の保存期間その他の管理体制については、「文
書規定」および「電子情報取扱規定」に定めて適正な保存管理を行って
おります。

（3）当社および当社グループ企業の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①当社および当社グループ企業は、すべての事業活動において、役職員

の不適正な業務執行による重大な支障を生じる危機を回避するための
「稟議規則」、「稟議基準」、「業務要領」を、また、当社は、ＩＴシステ
ムが正常に機能しないことによる重大被害の危機回避のための「電子情
報取扱規定」を定め、業務に係る適正な管理体制を構築しております。

②当社は、品質、安全、環境、災害、財務情報等のリスクに応じて、対
応する部門、部署あるいは委員会等を設けることにより、リスクの未然
防止や再発防止等を行う体制を整備しております。

③当社および当社グループ企業は、当社の「危機意識の共有」の方針に
基づき、社内外の法令違反、規則・規定違反、通達違反、安全・環境・
品質・財務情報等の事故が発生したときは、危機を認識した役職員が、
当社の当該本社主管部門長へ直接通報し、組織としての危機意識を共有
して、主管部門長が危機管理・監視体制を築き、「危機対応体制」を確
立しております。
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④当社および当社グループ企業は、危機の再発防止・予防のため、社会
情勢の変化、社内外の事故事例等の情報を共有し、当社の主管部門が、
必要に応じ規則・規定・業務要領等の制定・改定、周知、通達配付・研
修の実施等により、再発防止を図っております。

（4）当社および当社グループ企業の取締役の職務の執行が効率的に行われる
ことを確保するための体制
①当社は、戦略決定・経営監督機能と業務執行機能を明確にし、効率的

な運営を行うため、執行役員制度を導入しております。
②当社は、取締役会を原則として毎月１回、その他必要に応じ開催し、

業務を執行する取締役は、分掌業務の執行の状況および取締役会が必要
と認めた事項を遅滞なく取締役会に報告しております。

③当社は、取締役会で執行役員を選任し、執行役員は、その分掌事項に
ついて責任をもって業務を遂行し、取締役会での報告を求められた場合、
出席して報告しております。

④当社は、取締役と執行役員等で構成する経営会議を開催し、執行役員は、
分掌業務の執行の状況を報告しております。

⑤当社は、すべての役職員の業務執行における職責分掌事項を明確にし
た「役割（義務）と責任（約束）励行の規則」を制定し、業務執行状況
の定期的な管理を実施する体制としております。

⑥当社は、すべての役職員が、「中期経営計画」に基づいた「目標管理」
を展開し、あらゆる業務の改善・改革・改新を実行するとともに業績管
理を徹底し、企業価値向上を推進する体制としております。

⑦当社グループ企業は、「稟議規則」「稟議基準」を定め、稟議審査にあたっ
ては、当社の当該稟議の担当部署の部署長、担当役員の意見を求める体
制とし、当社グループ企業の取締役等が、迅速に業務執行できる体制と
しております。

⑧当社グループ企業は、すべての役職員が、当社グループ企業の経営計
画に基づいた業績管理を徹底し、あらゆる業務の改善・改革・改新を実
行することにより企業価値向上を推進する体制としております。
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（5）当社および当社グループ企業における業務の適正を確保するための体制
①当社および当社グループ企業は、当社の「社是」「経営理念」を共有す

るとともに、当社および当社グループ企業の機能・役割を明確にし、ガ
バナンスを強化するために、必要な体制を整備しております。

②当社は、内部監査部門により業務執行を監視するとともに、監査役の
派遣等を通じて当社グループ企業の適正な業務執行を監視しておりま
す。

③当社は、当社の執行役員を当社グループ企業の担当役員として任命し、
原則として毎月１回その業務の執行状況を報告させております。

④当社グループ企業の担当役員に任命された執行役員は、その業務につ
いて取締役会での報告を求められた場合、出席して報告しております。

（6）当社の監査役がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合にお
ける当該職員に関する事項および当該職員の当社の取締役からの独立性に
関する事項ならびに当該職員に対する指示の実効性の確保に関する事項
①当社は、監査役の職務を補助すべき職員を置くことに替えて、監査役

が直接内部監査機能を有する部門に対し、監査役の補助の要請ができる
体制とし、当該部門を管掌する部門長は、必要な協力を行います。

②当社は、監査役から補助の要請を受けた職員が、取締役および上司等
の指揮・命令を受けないものとしております。また、当該職員の人事異
動、人事評価は、監査役の意見を聴取し尊重することとしております。

（7）当社および当社グループ企業の役職員から報告を受けた者が当社の監査
役会または監査役に報告をするための体制
①当社は、取締役会のほか、経営会議等の重要会議において監査役に、

業務の執行状況を報告することとしております。
②当社および当社グループ企業は、会社に損害を与える事故情報等につ

いて監査役に報告することとしております。
③当社および当社グループ企業は、当社の内部監査部門が実施した監査

の結果について遅滞なく監査役に報告することとしております。
④当社は、当社グループ企業に影響を及ぼす重要事項については、取締

役会において監査役に報告することとしております。
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（8）当社の監査役へ報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利
な取扱いを受けないことを確保するための体制
　当社および当社グループ企業の役職員が、監査役への報告を行ったこと
を理由として不利な取扱いを受けることを禁止するとともに、「人事制度
委員会」において、当該報告者が不利な取扱いを受けないことを監視して
おります。

（9）当社の監査役の職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る
方針に関する事項
　当社は、監査役の職務について生じる費用について、旅費に関しては、「役
員旅費規定」「役員外国出張旅費規定」により精算し、また、監査役が自
らの判断で、法律事務所、公認会計士その他の外部専門家を活用したこと
等に関する費用は、精算できる体制としております。

（10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査役は、監査役会規則に基づき適切な運営を行うとともに、業務の

執行状況を把握するため、取締役会等の重要な会議に出席しております。
②監査役は、業務執行に関する重要な文書を随時閲覧し、必要に応じす

べての役職員に対し説明を求めることとしております。
③監査役は、会計監査人および内部監査部門と相互に連携を保ち、効率

的な監査のできる体制を確保しております。
④監査役は、自らの判断で、法律事務所、公認会計士その他の外部専門

家を活用することができる体制を確保しております。

6  ．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、持続的成長と中長期的な企業価値の向上を図ることを目的に、
上記の内部統制の体制について、不断の見直しによって継続的に改善を図
り、より適切かつ効率的な体制となるように努めており、ガバナンスを更
に強固にするため、「ガバナンス諮問委員会」を設置するとともに、「内部
通報者保護規定」を制定しております。
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①取締役会を毎月開催し、取締役と監査役の出席の下、客観的、合理的
判断を確保しつつ、法令または定款に規定する事項および業務の執行状
況等経営上の重要事項について、報告、協議、決議を行っております。

②監査役は、監査方針、監査計画等に従い、当社および当社グループ企
業の職務執行状況および経営状態を調査し、法令・定款違反や株主権利
を侵害する事実の有無について監査を行っております。また、取締役会
および重要会議に出席し、取締役が法令に則って業務を遂行しているこ
とを確認しております。

③内部監査部門は、当社および当社グループ企業の日常業務全般につい
て、会計、業務、事業リスク、コンプライアンス等の観点から監査を実
施しております。監査結果についても、取締役および監査役に報告して
おります。

（注）本事業報告中の記載数字は、次のとおり表示しております。
1. 金額および株式数については、表示単位未満の端数を切り捨てております。
2. 　1 株当たり当期純利益については、表示単位未満の端数を四捨五入しております。
3. 出資比率、年齢および勤続年数については、小数点第 2 位を四捨五入しており

ます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
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（平成29年 3 月31日現在）

146,929

純  資  産  の  部

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。

第 8 6 期連結貸借対照表

資 産 合 計
純 資 産 合 計
負債・純資産合計

流　動　資　産
現 金 預 金
受取手形・完成工事未収入金等
未 成 工 事 支 出 金
販 売 用 不 動 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固　定　資　産
有 形 固 定 資 産

建 物 ･ 構 築 物
機械･運搬具・工具器具・備品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
投資その他の資産

投 資 有 価 証 券
そ の 他
貸 倒 引 当 金

流　動　負　債
支払手形・工事未払金等
電 子 記 録 債 務
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 法 人 税 等
未 成 工 事 受 入 金
完成工事補償引当金
賞 与 引 当 金
工 事 損 失 引 当 金
そ の 他

固　定　負　債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
繰 延 税 金 負 債
役員退職慰労引当金
退職給付に係る負債
そ の 他

85,719

28,836

45,900

3,835

163

1,224

5,760

△  0

61,209

15,893

2,963

683

12,194

51

35

45,280

44,650

2,170

△  1,540

58,500

146,929

88,428

百万円 百万円

66,937

26,919

12,109

 8,650

200

28

561

11,921

151

827

2,662

2,907

21,491

7,650

30

8,467

238

2,861

2,242

37,914

3,695

522

34,208

△ 512

20,585

20,565

20

負　債　合　計

株　主　資　本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定

資   産   の   部 負　　　債　　　の　　　部
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（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（ ）第 8 6 期 連 結 損 益 計 算 書

売 　 　 上 　 　 高
完 成 工 事 高
不 動 産 事 業 等 売 上 高

売 　 上 　 原 　 価
完 成 工 事 原 価
不 動 産 事 業 等 売 上 原 価

売　上　総　利　益
完 成 工 事 総 利 益
不 動 産 事 業 等 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
営 業 利 益

営　業　外　収　益
受 取 利 息
受 取 配 当 金
そ の 他

営　業　外　費　用
支 払 利 息
為 替 差 損
そ の 他

経 常 利 益
特　別　損　失

固 定 資 産 除 却 損
投 資 有 価 証 券 評 価 損
そ の 他

税金等調整前当期純利益
法人税､住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 　 期 　 純 　 利 　 益
非支配株主に帰属する当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益

109,255

1,665

100,763

914

8,491

750

14

761

169

296

146

76

83

12

4

1,077

△ 1,311

110,920

101,678

9,242

5,476

3,766

944

519

4,190

99

4,091

△ 233

4,324

‒
4,324

自 平成28年 4 月 1 日
至 平成29年 3 月31日

科　目 金　額
百万円 百万円
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（ ）自 平成28年 4 月 1 日
至 平成29年 3 月31日

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

連結株主資本等変動計算書

株   主   資   本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高

当期変動額

　自己株式の取得

　剰余金の配当

　親会社株主に帰属する
　当期純利益

　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）

当期変動額合計

当期末残高

3,695

―

―

―

―

―

3,695

522

―

―

―

―

―

522

30,315

△ 431

4,324

―

―

3,893

34,208

△ 408

―

―

△ 104

―

△ 104

△ 512

34,125

△ 431

4,324

△ 104

―

3,788

37,914

その他の包括利益累計額

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整
勘定

その他の包括
利益累計額合計

純資産合計

17,831

―

―

―

2,733

2,733

20,565

64

―

―

―

△ 44

△ 44

20

17,896

―

―

―

2,689

2,689

20,585

52,022

△ 431

4,324

△ 104

2,689

6,478

58,500

当期首残高

当期変動額

　自己株式の取得

　剰余金の配当

　親会社株主に帰属する
　当期純利益

　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）

当期変動額合計

当期末残高
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（1）連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数　５社
　主要な連結子会社の名称　　　五番町ビル株式会社　他４社
②主要な非連結子会社の名称　　ゼニタカ・アメリカ・コーポレーション　他９社
　（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持
　分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要
　な影響はありません。

（2）持分法の適用に関する事項
①持分法適用会社数　なし
②持分法を適用しない非連結子会社の名称　　　　ゼニタカ・アメリカ・コーポレー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ション   他９社
　持分法を適用しない関連会社の名称　　　　　　鹿児島エコバイオPFI株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　他２社
　（持分法を適用しない理由）
　上記の持分法非適用の非連結子会社および関連会社は、それぞれ当期純損益およ
　び利益剰余金等からみて持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が
　軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外
　しております。

（3）会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準および評価方法
　有価証券の評価基準および評価方法
　　満期保有目的の債券　　　    償却原価法（定額法）
　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの　　　　当連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法　
　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、　　
　　　　　　　　　　　　　　　売却原価は主として移動平均法により算定）
　　　　時価のないもの　　　　移動平均法による原価法
　たな卸資産の評価基準および評価方法
　　販売用不動産　　　　　　　個別法による原価法
　　　　　　　　　　　　　　　（貸借対照表価額については収益性の低下に基　
　　　　　　　　　　　　　　　づく簿価切下げの方法により算定）
　　未成工事支出金　　　　　　個別法による原価法
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②重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　定率法（但し、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
　　　　ならびに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物につい
　　　　ては定額法）
　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　　　　建物・構築物　　　　　　　　　　　３～50年
　　　　　　機械・運搬具・工具器具・備品　　　２～15年
　　無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　 定額法（但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法）
　　リース資産
　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間
　　　　を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
③重要な引当金の計上基準
　　貸倒引当金
　　　　 売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　完成工事補償引当金
　　　　完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事
　　　　高に対する将来の見積補償額に基づいて計上しております。
　　役員退職慰労引当金
　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく当連
　　　　結会計年度末要支給額を計上しております。
　　工事損失引当金
　　　　 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末の手持工事の

うち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることがで
きる工事について、損失見込額を計上しております。

　　賞与引当金
　　　　 従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込

額を計上しております。
④完成工事高および完成工事原価の計上基準
　 　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事に
ついては工事完成基準を適用しております。
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（4）その他連結計算書類作成のための重要な事項
①ヘッジ会計の方法

　　　　ヘッジ会計の方法
　　　　 　　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理

　　を採用しております。
　　　　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　　　ヘッジ手段　　金利スワップ
　　　　　　ヘッジ対象　　借入金等の利息
　　　　ヘッジ方針
　　　　 　　借入金等の金利変動リスクをヘッジする目的で金利スワップ取引を行って

　　おります。ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っております。
　　　　ヘッジ有効性評価の方法
　　　　 　　金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、有効

　　性の評価は省略しております。
②退職給付に係る会計処理の方法

　　　 　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債務の
算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
については、期間定額基準によっております。

③消費税等の会計処理
　　　 　消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当連結

会計年度の費用として処理しております。

2．会計方針の変更
　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　　 　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度
に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物に係る減価
償却方法を定率法から定額法に変更しています。

　　 　なお、当該変更に伴う当連結会計年度の連結計算書類に与える影響は軽微であり
ます。

3．追加情報
　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
　　 　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　

平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

4．連結貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 11,903百万円
（2）投資有価証券に含まれる非連結子会社および関連会社の株式 45百万円
（3）担保に供している資産および担保に係る債務
　　①担保に供している資産
　　　　投資有価証券 5,204百万円
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　　②担保に係る債務
　　　　短期借入金 1,000百万円
　　　　長期借入金 3,000百万円
　　　　その他流動負債（従業員預り金） 173百万円

5．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度末の発行済株式の種類および総数
　　　普通株式 73,531,406株

（2）配当に関する事項
　　　①配当金支払額
　　　　　平成28年６月29日開催の第85回定時株主総会において、次のとおり決議して
　　　　います。
　　　　　普通株式の配当に関する事項
　　　　　　配当金の総額 431,283,348円
　　　　　　１株当たり配当額 6円00銭
　　　　　　基準日 平成28年3月31日
　　　　　　効力発生日 平成28年6月30日
　　　②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になる
　　　　もの
　　　　　平成29年６月29日開催予定の第86回定時株主総会において、次の議案が提出
　　　　されます。
　　　　　普通株式の配当に関する事項
　　　　　　配当金の総額 358,148,335円
　　　　　　配当の原資 利益剰余金
　　　　　　１株当たり配当額 5円00銭
　　　　　　基準日 平成29年3月31日
　　　　　　効力発生日 平成29年6月30日

6．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　　当社および当社グループ企業は、資金運用については短期的な預金等に限定し、
　また、資金調達については、銀行借入や社債発行等による方針であります。なお、
　借入金の金利変動リスクおよび為替変動リスクを回避するためにのみ金利スワッ
　プ取引や為替予約取引を利用し、投機的な取引は行いません。
②金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制
　　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒され
　ています。当該リスクに関しては、当社の社内規則に従い、取引先ごとの期日管
　理および残高管理を行うとともに、常に取引先の信用状況を把握する体制として
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　おります。
　　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に
　業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に
　報告されております。
　　営業債務である支払手形・工事未払金等、電子記録債務は、そのほとんどが４ヶ
　月以内の支払期日です。
　　借入金は、主に営業取引に係る運転資金の調達です。このうち変動金利の借入
　金は、金利変動リスクに晒されていますが、長期のものの一部については金利ス
　ワップ取引を利用してヘッジしております。
　　また、営業債務や借入金は、流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくな
　るリスク）に晒されていますが、月次に資金計画表を作成するなどの方法により
　リスク管理しております。

（2）金融商品の時価等に関する事項
　平成29年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価お
よびこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極め
て困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注２）参照）。

　（＊1）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

　（＊2） 長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含めた残高を記載しておりま
す。

　（注 1 ） 連結貸借対照表（投資有価証券）に含まれる非上場株式2,640百万円は、市場
価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価
を把握することが極めて困難と認められるため、「③投資有価証券」には含め
ておりません。

　（注 2 ） 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する
事項

連結貸借対照表計上額（＊1） 差額時価（＊1）

①現金預金
②受取手形・完成工事未収入金等
③投資有価証券
④支払手形・工事未払金等
⑤電子記録債務
⑥短期借入金
⑦未払法人税等
⑧長期借入金（＊2）
⑨デリバティブ取引

28,836

45,900

42,009

（26,919）
（12,109）
（8,650）

（561）
（7,850）

―

28,836

45,898

42,009

（26,919）
（12,109）
（8,650）

（561）
（8,009）

―

―
△ 2

―
―
―
―
―

△ 159

―

（単位：百万円）
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①現金預金
　預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
　簿価額によっております。
②受取手形・完成工事未収入金等
　これらのうち短期間で決済されるものについては、時価は帳簿価額と近似してい
　ることから、当該帳簿価額によっております。その他のものは個別に決済までの
　期間および信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっておりま
　す。
③投資有価証券
　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金
　融機関から提示された時価情報の価格によっております。
④支払手形・工事未払金等、⑤電子記録債務、⑥短期借入金ならびに⑦未払法人税等
　これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
　当該帳簿価額によっております。
⑧長期借入金
　長期借入金の時価につきましては、変動金利によるものは、短期間で市場金利を
　反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は
　帳簿価額と近似していると考えられるため当該帳簿価額によっております。固定
　金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合の利率で割り
　引いて算定する方法によっております。また、一部の変動金利による長期借入金
　は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として
　処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合の利率で割り引いて算定
　する方法によっております。
⑨デリバティブ取引
　（A）ヘッジ会計が適用されていないもの ：該当するものはありません。
　（Ｂ）ヘッジ会計が適用されているもの ：ヘッジ会計の方法ごとの当連結会計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度末における契約額または契約に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おいて定められた元本相当額等は、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次のとおりです。

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ取引
の種類等 ヘッジ対象

長期借入金 2,300 2,300 （＊）

契約額等
うち 1年超

時価

金利スワップの
特 例 処 理

金利スワップ取引
支 払 固 定
受 取 変 動

（単位：百万円）
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7．賃貸不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社および一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィ
スビル（土地を含む。）等を有しております。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項

（注） 1 ． 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額
であります。

2 ． 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づい
て自社で算定した金額であります。

8．１株当たり情報に関する注記
　 　 １株当たり純資産額 816円70銭
　　　１株当たり当期純利益 60円18銭

9．重要な後発事象に関する注記
　　　特に記載すべき事項はありません｡

（＊）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体
として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載して
おります。

連結貸借対照表計上額

11,570 32,978

時　　　　価

（単位：百万円）
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平 成 29 年 5 月 9 日

　　株式会社　錢　　高　　組
　　　 取　締　役　会　　御中

東陽監査法人
指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士　福 田 光 博　㊞
指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士　稲 野 辺 研　㊞
指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士　久 貝 陽 生　㊞

　当監査法人は、会社法第444条第 4 項の規定に基づき、株式会社錢高組の平成28

年 4 月 1 日から平成29年 3 月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に
ついて監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又
は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連
結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一
般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を
得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による
連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監
査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査
には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた
見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、株式会社錢高組及び連結子会社からなる企業
集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。

以　上

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
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連 結 計 算 書 類 に 係 る 監 査 報 告 書

株式会社 錢 高 組　 監 査 役 会

常勤監査役　今　若　裕　三　㊞
監　査　役　栗　山　道　義　㊞
監　査　役　坂　本　和　彦　㊞
監　査　役　阪　口　祐　康　㊞

（注）監査役栗山道義、監査役坂本和彦及び監査役阪口祐康は、会社法第 2 条第16

号及び第335条第 3 項に定める社外監査役であります。

　当監査役会は、平成28年 4 月 1 日から平成29年 3 月31日までの第86期事
業年度に係る連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）に関して、各監査役が作成した監査報
告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。
1 ．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、当期の監査方針、監査計画並びに業務の分担等を定め、
各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締
役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた当期の監査方針、監査計画並びに業務
の分担等に従い、連結計算書類について取締役、執行役員及び使用人等
から報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人が
独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂
行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条
各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日
企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る連結計
算書類について検討いたしました。

2 ．監査の結果
　会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

平 成 29 年 5 月11日

連結計算書類に係る監査役会の監査報告書謄本
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（平成29年 3月31日現在）

資   産   の   部 負　　　債　　　の　　　部

144,734

純  資  産  の  部

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。

第 8 6期貸借対照表

資 産 合 計
純 資 産 合 計
負債・純資産合計

流　動　資　産
現 金 預 金
受 取 手 形
完成工事未収入金
販 売 用 不 動 産
未 成 工 事 支 出 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

固　定　資　産
有 形 固 定 資 産
建 物 ･ 構 築 物
機 械 ･ 運 搬 具
工 具 器 具 ･ 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
無 形 固 定 資 産
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
破産債権、更生債権等
長 期 前 払 費 用
長期営業外未収入金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

流　動　負　債
支 払 手 形
電 子 記 録 債 務
工 事 未 払 金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 成 工 事 受 入 金
預 り 金
完成工事補償引当金
賞 与 引 当 金
工 事 損 失 引 当 金
そ の 他

固　定　負　債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
そ の 他

82,973

26,218

1,776

44,124

163

3,835

1,224

 5,631

61,761

15,477

2,908

8

674

11,833

51

35

46,248

44,469

1,148

108

30

28

1,198

804

△ 1,540

56,533

144,734

88,201

百万円 百万円

66,897

3,945

12,109

21,195

8,650

200

28

1,772

546

11,921

2,426

151

827

2,662

461

21,304

7,650

30

8,445

2,861

238

2,077

36,017

3,695

522

522

32,312

923

31,388

264

19,048

12,075

△ 512

20,515

20,515

負 債 合 計

株　主　資　本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

自 己 株 式
評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金
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（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（ ）第 8 6期損益計算書

百万円

売 　 　 上 　 　 高
完 成 工 事 高
不 動 産 事 業 等 売 上 高

売 　 上 　 原 　 価
完 成 工 事 原 価
不動産事業等売上原価

売　上　総　利　益
完 成 工 事 総 利 益
不 動 産 事 業 等 総 利 益

販売費及び一般管理費
営 業 利 益

営　業　外　収　益
受 取 利 息
受 取 配 当 金
そ の 他

営　業　外　費　用
支 払 利 息
為 替 差 損
そ の 他
経 常 利 益

特 　 別 　 損 　 失
固 定 資 産 除 却 損
投 資 有 価 証 券 評 価 損
そ の 他
税 引 前 当 期 純 利 益
法人税､住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

109,255

1,448

100,763

863

8,491

585

10

759

171

296

146

76

83

12

4

1,054

△ 1,311

110,703

101,626

9,077

5,366

3,710

941

519

4,132

99

4,032

△ 256

4,289

自 平成28年 4月 1日
至 平成29年 3月31日

科　目 金　額
百万円
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（ ）自 平成28年 4月 1日
至 平成29年 3月31日

株   主   資   本

評価・換算差額等

資本金

その他
有価証券
評価
差額金

評価・換
算差額等
合計

純資産
合計

資本剰余金 利　益　剰　余　金
その他利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計

利益
準備金 固定資産

圧縮積立金
別途
積立金

繰越利益
剰余金

自己株式 株主資本合計

（単位：百万円）

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

3,695

―

―

―

―

―

―

3,695

522

―

―

―

―

―

―

522

522

―

―

―

―

―

―

522

923

―

―

―

―

―

―

923

270

―

△5

―

―

―

△5

264

（注）記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。

50,048

△431

―

4,289

△104

2,731

6,484

56,533

17,784

―

―

―

―

2,731

2,731

20,515

17,784

―

―

―

―

2,731

2,731

20,515

19,048

―

―

―

―

―

―

19,048

8,211

△431

5

4,289

―

―

3,863

12,075

28,454

△431

―

4,289

―

―

3,857

32,312

△408

―

―

―

△104

―

△104

△512

32,264

△431

―

4,289

△104

―

3,753

36,017

当期首残高

当期変動額

　剰余金の配当

　固定資産圧縮積立金の取崩

　当期純利益

　自己株式の取得

当期変動額合計

当期末残高

　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）

　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）

当期首残高

当期変動額

　剰余金の配当

　固定資産圧縮積立金の取崩

　当期純利益

　自己株式の取得

当期変動額合計

当期末残高
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個別注記表
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準および評価方法

①有価証券の評価基準および評価方法
　　子会社株式および関連会社株式　　　移動平均法による原価法
　　満期保有目的の債券　　　　　　　　償却原価法（定額法）
　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの　　　　　　　　 当事業年度末の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

　　　　時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法
②たな卸資産の評価基準および評価方法
　　販売用不動産　　　　　　　　　　　個別法による原価法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （ 貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）
　　未成工事支出金　　　　　　　　　　個別法による原価法

（2）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）
　　 定率法（但し、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならび

に平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物については定額法）
　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　　建物・構築物　　　　　　　　　　　３~50年
　　　　機械・運搬具・工具器具・備品　　　２~15年
②無形固定資産（リース資産を除く）
　　 定額法（但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法）
③リース資産
　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
（3）引当金の計上基準

①貸倒引当金
　　 売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

②完成工事補償引当金
　　 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対す

る将来の見積補償額に基づいて計上しております。
③退職給付引当金
　　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見
込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準に
よっております。
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④役員退職慰労引当金
　　 役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく当事業年

度末要支給額を計上しております。
⑤工事損失引当金
　　 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末の手持工事のうち損失

の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事につい
て、損失見込額を計上しております。

⑥賞与引当金
　　 従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上

しております。
（4）収益および費用の計上基準

　　 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事について
は工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につ
いては工事完成基準を適用しております。

（5）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①ヘッジ会計の方法
　　ヘッジ会計の方法
　　　　 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理

を採用しております。
　　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　ヘッジ手段　　金利スワップ
　　　　ヘッジ対象　　借入金等の利息
　　ヘッジ方針
　　　　 借入金等の金利変動リスクをヘッジする目的で金利スワップ取引を行って

おります。ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っております。
　　ヘッジ有効性評価の方法
　　　　 金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、有効

性の評価は省略しております。
②消費税等の会計処理
　 　消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当事業

年度の費用として処理しております。

2．会計方針の変更
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す
る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適
用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物に係る減価償
却方法を定率法から定額法に変更しています。
　なお、当該変更に伴う当事業年度の計算書類に与える影響は軽微であります。

3．追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
　 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号
平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。
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4．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 11,788百万円
（2）担保に供している資産および担保に係る債務
　　①担保に供している資産
　　　　投資有価証券 5,204百万円
　　②担保に係る債務
　　　　短期借入金 1,000百万円
　　　　長期借入金 3,000百万円
　　　　その他流動負債（従業員預り金） 173百万円

（3）関係会社に対する金銭債権および債務
　　　　金銭債権 372百万円
　　　　金銭債務 3,444百万円

5．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
　　営業取引 8,019百万円
　　営業外取引 45百万円

6．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類および株式数
　　普通株式 1,901,739株

7．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰 延 税 金 資 産
貸 倒 引 当 金 502百万円
た な 卸 資 産 評 価 損 80百万円
固 定 資 産 土 地 評 価 損 2,434百万円
退 職 給 付 引 当 金 872百万円
工 事 損 失 引 当 金 819百万円
投 資 有 価 証 券 評 価 損 498百万円
繰 越 欠 損 金 1,501百万円
そ の 他 　　　1,067百万円
　 繰 延 税 金 資 産 小 計  7,778百万円
評 価 性 引 当 額 　　△6,470百万円
　 繰 延 税 金 資 産 合 計  1,308百万円

繰 延 税 金 負 債
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △8,419百万円
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 　　　△110百万円
　 繰 延 税 金 負 債 合 計  △8,530百万円

繰 延 税 金 負 債 の 純 額  △7,221百万円
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8．関連当事者との取引に関する注記
　　役員及び個人主要株主

9．１株当たり情報に関する注記
　　　１株当たり純資産額 789円24銭
　　　１株当たり当期純利益 59円69銭

10．重要な後発事象に関する注記
　　　特に記載すべき事項はありません｡

種　類 会社等
の名称

議決権等の
所有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科　目 期末残高
（百万円）

役員が議決
権の過半数
を所有して
いる会社　

支払手形 573

1,775

1,084

125

電子記録債務6,892

80

工事未払金

短期貸付金

―

―

貸付金の回収

―

―

コウトク
商事

株式会社

株式会社
泉商会

同社への建
設工事の発
注ならびに
同社からの
資機材購入
等　　　　

同社への建
設工事の発
注および所
有不動産の
管理　　　

同社との損
害保険等の
取引および
不動産の賃
借　　　　

ファム
サービス
株式会社

役員が議決
権の過半数
を所有して
いる会社　

役員が議決
権の過半数
を所有して
いる会社　

役員が議決
権の過半数
を所有して
いる会社　

―

― 10
株式会社
アパアソ
シエイツ

同社への設
計業務の委
託　　　　

建設工事の
発注・資機
材の購入　

―

30

―

短期貸付金

―

―

未払金

― ―

保険料の支払

不動産賃借

業務委託料

不動産管理

貸付金の回収

建設工事の
発注、所有
不動産の補
修　　　　

209

99

25

761

20

20

（注）取引条件および取引条件の決定方針等
1．建設工事の発注、資機材の購入、設計業務委託料の決定については、施工部門の積

算と数社からの見積りの徴集とにより発注価格を決定しております。支払条件につ
いても一般取引と同様な支払条件となっております。

2．保険料の支払については、定められた保険料率により決定しております。
3．貸付金の利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平 成 29 年 5 月 9 日

　当監査法人は、会社法第436条第 2 項第 1 号の規定に基づき、株式会社錢高組の
平成28年 4 月1日から平成29年 3 月31日までの第86期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計
算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査
を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠
を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正
又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基
づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す
るためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な
表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。

以　上

会 計 監 査 人 の 監 査 報 告 書 謄 本

　　株式会社　錢　　高　　組
　　　 取　締　役　会　　御中

東陽監査法人
指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士　福 田 光 博　㊞
指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士　稲 野 辺 研　㊞
指 定 社 員
業務執行社員　公認会計士　久 貝 陽 生　㊞
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監　　査　　報　　告　　書

株式会社 錢 高 組　 監 査 役 会
常勤監査役　今　若　裕　三　㊞
監　査　役　栗　山　道　義　㊞
監　査　役　坂　本　和　彦　㊞
監　査　役　阪　口　祐　康　㊞

（注）監査役栗山道義、監査役坂本和彦及び監査役阪口祐康は、会社法第 2 条第16

号及び第335条第 3 項に定める社外監査役であります。

　当監査役会は、平成28年 4 月 1 日から平成29年 3 月31日までの第86期事業年度の取締役
の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告
書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1 ．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、当期の監査方針、監査計画並びに業務の分担等を定め、各監査役から監
査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、監査計
画並びに業務の分担等に従い、取締役、執行役員及び内部監査部門その他の使用人等と
意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他
重要な会議に出席し、取締役、執行役員及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されてい
る取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして
会社法施行規則第100条第 1 項及び第 3 項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役、
執行役員及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求め意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等
と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討い
たしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書について検討いたしました。

2 ．監査の結果
　（1）  事業報告等の監査結果

一　 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。

二　 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

三　 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ
いても、指摘すべき事項は認められません。

　（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　平 成 29 年 5 月 11 日

監 査 役 会 の 監 査 報 告 書 謄 本

以　上
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議案および参考事項
　第１号議案　剰余金の処分の件
　　剰余金の処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項
　　　当社は、将来の成長に備えた経営基盤の強化をはかるため、内部留
　　保の充実に配慮しつつ、株主の皆様への安定的な配当を継続すること
　　を基本方針としております。
　　　当事業年度の期末配当につきましては、当事業年度の業績ならびに
　　今後の事業展開等を勘案し、次のとおりとさせていただきたいと存じ
　　ます。
　　　（1）配当財産の種類
　　　　　　金銭
　　　（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　　　　　　当社普通株式１株につき金５円　　総額358,148,335円
　　　（3）剰余金の配当が効力を生じる日
　　　　　　平成29年６月30日

　第２号議案　株式併合の件
　　１．提案の理由
　　　　全国証券取引所は、投資家をはじめとする市場利用者の利便性の
　　　向上等を目的に、国内上場会社の普通株式の売買単位（単元株式数）
　　　を100株に統一する「売買単位の集約に向けた行動計画」を推進して
　　　おります。当社はこの取組みの趣旨を踏まえ、当社株式の売買単位
　　　となる単元株式数を1,000株から100株に変更することといたしまし　
　　　た。これにあたり、単元株式数の変更後も、当社株式の売買単位あ
　　　たりの価格の水準を維持するため、当社株式について10株を１株に
　　　する併合（以下「株式併合」といいます。）を実施するものであります。
　　２．株式併合の内容
　　　（1）併合する株式の種類
　　　　　　普通株式

株 主 総 会 参 考 書 類
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　　　（2）併合の割合
　　　　　　当社の株式10株につき１株の割合で併合いたします。
　　　　　　なお、株式併合の結果、１株未満の端数が生じた場合は、会
　　　　　社法の定めに基づき一括して売却処分し、または自己株式とし
　　　　　て当社が買取り、その代金を端数が生じた株主様に対して、端
　　　　　数の割合に応じて分配いたします。
　　　（3）株式併合の効力発生日
　　　　　　平成29年10月１日
　　　（4）効力発生日における発行可能株式総数
　　　　　　19,000,000株
　　　　　　（注）株式併合の割合にあわせて、当社の発行可能株式総数を現行の10分の１に
　　　　　　　　変更するものです。
　　３．その他
　　　　本議案に係る株式併合は、第３号議案「定款一部変更の件」が承
　　　認可決されることを条件といたします。
　　　　
　第３号議案　定款一部変更の件
　　１．提案の理由
　　　（1）第２号議案「株式併合の件」の承認可決を条件として、発行済
　　　　　株式総数の減少にともなう発行可能株式総数の適正化を図るた
　　　　　めに、現行定款第６条（発行可能株式総数）を1億9,000万株か
　　　　　ら1,900万株に変更するものであります。
　　　（2）同じく第２号議案「株式併合の件」の承認可決を条件として、
　　　　　当社株式の売買の利便性の改善とそれによる流動性の向上を図
　　　　　るため、現行定款第８条（単元株式数）に規定される当社普通
　　　　　株式の単元株式数を1,000株から100株に変更するものであります。
　　　（3）現行定款第６条（発行可能株式総数）および第８条（単元株式数）
　　　　　の変更の効力は、株式併合の効力発生日に生ずることの附則を
　　　　　設け、株式併合の効力発生日経過後は、これを定款から削除す
　　　　　るものであります。
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（下線は変更部分を示します。）
現行定款

第 1 条～第 5 条　〈条文省略〉

  （発行可能株式総数）
第 6 条　当会社の発行可能株式総数は、１億

9,000 万株とする。

第 7 条　〈条文省略〉

  （単元株式数）
第 8 条　当会社の単元株式数は、1,000 株とす

る。
第 9 条～第 38 条　〈条文省略〉

（新　設）

第 1 条～第 5 条　〈現行どおり〉

  （発行可能株式総数）
第 6 条  当会社の発行可能株式総数は、1,900

　万株とする。

第 7 条　〈現行どおり〉

  （単元株式数）
第 8 条  当会社の単元株式数は、100 株とする。

第 9 条～第 38 条　〈現行どおり〉

附　則
  （効力発生日）

　本定款の第６条および第８条の変更は、
平成 29 年 10 月１日をもって効力を生ずる
ものとする。なお、本附則は、効力発生日
をもって削除するものとする。

変更案

　　２．変更の内容
　　　　変更の内容は次のとおりです。

　第４号議案　取締役６名選任の件
　　本総会終結の時をもって取締役６名全員が任期満了となります。
　　当社は執行役員制度を導入し、経営監視機能と業務執行機能を分離し、
　取締役会は経営戦略の決定および業務執行の監督を行う機関として位置
　づけております。
　　つきましては、取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。
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2

昭和36年３月 当社入社
平成12年６月 当社取締役
平成15年６月 当社常務役員
平成17年６月 当社専務役員
平成20年４月 当社副社長役員
平成23年３月 当社事業統轄本部長（現任）
平成26年４月 当社取締役副会長
平成27年７月 当社代表取締役副会長（現任）
平成27年７月 当社安全環境部統轄責任役員（現任）

　宮
みや

　本
もと

　茂
しげ

　弘
ひろ

　
（昭和18年 2 月 1 日生） 26︐000株

3
　銭

ぜに
　高

たか
　久

ひさ
　善

よし
　

（昭和48年 9 月13日生） 534︐000株

4 36︐050株　吉
よし

　田
だ

　秀
ひで

　貴
き

　
（昭和20年 9 月14日生）

昭和43年４月 当社入社
平成10年６月 当社取締役
平成13年６月 当社常務取締役
平成15年６月 当社常務役員
平成20年４月 当社専務役員（現任）
平成22年６月 当社代表取締役
平成23年11月 当社事業統轄本部土木事業本部長

（現任）
平成28年６月 当社取締役（現任）

候補者
番　号

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

1
　銭

ぜに
　高

たか
　善

よし
　雄

お
　

（昭和19年 2 月26日生）

昭和42年９月 当社入社
昭和44年12月 当社取締役
昭和46年12月 当社常務取締役
昭和53年１月 当社取締役副社長
昭和54年１月 当社代表取締役副社長
昭和55年７月 当社代表取締役社長
昭和63年６月 当社代表取締役会長（現任）
平成15年６月 当社社長役員

（重要な兼職の状況）
泉地所株式会社代表取締役
ゼニタカ・コーポレーション（ブラジル）取締役社長
泉株式会社代表取締役

767︐000株

平成12年４月 当社入社
平成13年６月 当社取締役
平成15年６月 当社常務役員
平成20年４月 当社専務役員
平成23年６月 当社事業統轄本部建築事業本部長
平成26年４月 当社副社長役員
平成27年９月 当社総合企画部長
平成28年６月 当社代表取締役社長（現任）
平成28年６月 当社社長役員（現任）
(重要な兼職の状況)
ゼット・ウェスト・アメリカ・コーポレーション社長
ゼニタカ・アメリカ・コーポレーション社長
大泉商事株式会社代表取締役

　　取締役候補者は、次のとおりであります。
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1. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 取締役候補者とした理由
　（1）銭高善雄氏は、長年にわたり当社の経営を担っており、豊富な経験と実績を
　　　もとに、取締役会の意思決定機能および監督機能の強化が期待されるため、　
　　　引き続き取締役候補者といたしました。
　（2）宮本茂弘氏は、入社以来長年にわたり建築事業に従事し、事業統轄本部建築
　　　事業本部長、建築事業本部営業本部長等を経て、現在、代表取締役副会長事
　　　業統轄本部長を務めており、豊富な経験と実績をもとに、当社の事業運営体
　　　制の強化が期待されるため、引き続き取締役候補者といたしました。
　（3）銭高久善氏は、入社以来、主に経理・財務等の管理部門の業務に従事し、総
　　　合支援本部長、事業統轄本部建築事業本部副事業本部長等を経て、現在、代
　　　表取締役社長を務めており、豊富な経験と実績をもとに、当社の経営管理体
　　　制の強化が期待されるため、引き続き取締役候補者といたしました。
　（4）吉田秀貴氏は、長年にわたり、土木事業に従事し、東北支店長、東京支社長
　　　を経て、現在、取締役専務役員事業統轄本部土木事業本部長を務めており、
　　　豊富な経験と実績をもとに、当社の事業運営体制の強化が期待されるため、
　　　引き続き取締役候補者といたしました。
　（5）銭高丈善氏は、入社以来、主に管理部門の業務に従事し、現在、大阪支社長
　　　を務めており、豊富な経験と実績をもとに、当社の経営管理体制の強化が期
　　　待されるため、引き続き取締役候補者といたしました。
3. 田尻邦夫氏は、社外取締役候補者であります。同氏は現在、当社の社外取締役で
　あり、その就任期間は本総会終結の時をもって２年になります。
　　また、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所
　に届け出ております。同氏が再選された場合には、引き続き同氏を独立役員とす
　る予定であります。
4. 社外取締役候補者とした理由
　　田尻邦夫氏は、経営者としての豊富な経験、国際情勢・経済等に関する高い見
　識を有されております。当社社外監査役在任中においてかかる経験、高い見識に
　基づく発言、助言により、当社の業務執行に対する監査など適切に職務を果たし
　ていただき、当社社外監査役在任期間を通じて当社の業務内容にも精通されてお
　り、当社社外取締役として、業務執行に対する監督機能を適切に果たし、当社のコー

（注）

候補者
番　号

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

5 315︐000株

平成20年４月 当社入社
平成21年４月 当社執行役員
平成24年12月 当社大阪支社副支社長
平成25年４月 当社常務役員（現任）
平成26年９月 当社不動産事業部長
平成27年12月 当社大阪支社長（現任）
平成28年６月 当社取締役（現任）

　銭
ぜに

　高
たか

　丈
たけ

　善
よし

　
（昭和52年 8月27日生）

6 0株　田
た

　尻
じり

　邦
くに

　夫
お

　
（昭和17年 11月23日生）

平成14年６月 株式会社デサント代表取締役社長
平成16年６月 当社社外監査役
平成21年６月 田尻事務所　代表（現任）
平成27年６月 当社社外取締役（現任）
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　ポレート・ガバナンスの強化が期待できるため、引き続き社外取締役候補者とい
　たしました。
5. 当社は、田尻邦夫氏との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第425条
　第1項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第1項の損害賠償責任を限
　定する契約を締結しております。本総会において同氏が再選された場合には、同
　氏との間で当該契約を継続する予定であります。

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位および重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数
昭和47年４月 当社入社
平成15年４月 当社広島支店営業部長
平成19年４月 当社広島支店副支店長
平成20年８月 当社広島支店長
平成22年４月 当社執行役員

　辻
つじ

　本
もと

　政
まさ

　幸
ゆき

　
(昭和23年7月29日生)

67︐000株

新任

1. 監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 監査役候補者とした理由
　　辻本政幸氏は、長年にわたり当社の工事部門、営業部門の業務に従事し、さらに

当社広島支店長として経営全般に携わるなど、会社経営に関する豊富な知識と経験
を有していることから、監査役としての職務を適切に遂行できると判断し、監査役
候補者といたしました。

3. 当社は、会社法第427条第1項の規定に基づき、定款において、同法第425条第1項
に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第1項の損害賠償責任を限定す
る契約を締結することができる旨の規定を設けております。辻本政幸氏の選任が
承認された場合、当社は、同氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定であ
ります。

以　上　

（注）

　第５号議案　監査役１名選任の件
　　監査体制の一層の強化を図るため、監査役１名を増員することといた
　したく、監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　　なお、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査役会の同意を　
　得ております。
　　監査役候補者は、次のとおりであります。
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